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１．ドイツにおける企業内容開示制度の動向

ドイツにおいては，ＥＣ指令をドイツ国内法へ取り込むための1986年の商

法改正をはじめとして，1998年の KontraG（企業部門における透明性と統制

に関する法律）による商法改正，2001年の透明化・開示法改正草案「透明化

・公開促進のための株式法および貸借対照表法の追加改正のための法律草案」

による商法・株式法の改正，2004年の貸借対照表法改革法（会計法改革法）

および貸借対照表統制法（会計コントロール法）による商法改正が行われ，

企業内容制度の拡充が実施されている。

その結果，ドイツのコンツェルン決算書（連結財務諸表）は，2005年１月

１日以降に開始する会計年度より国際会計基準・国際財務報告基準によって

作成されることが義務づけられる一方，個別決算書は，ドイツ商法の規定に

より作成することが義務づけられた。

また，ドイツの特徴として，国際会計基準・国際財務報告基準では要求さ

れていないコンツェルン状況報告書（連結状況報告書）の作成が義務づけら

れており，企業内容開示については，財務に関する情報開示だけではなく，
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企業経営一般に関する情報開示についても商法の枠組みのなかで要求されて

いる。

さらに，コンツェルン決算書・状況報告書および個別年度決算書・状況報

告書の監査について，決算書監査人の独立性が強化され，決算書監査人の欠

格条項が，すべての会社の決算書監査の場合と，組織化された市場に上場さ

れている会社について，追加的な欠格条項が定められ，決算書監査の質の向

上が図られている。

そのうえ，いわゆる上場会社については，決算書監査による決算書・状況

報告書の信頼性の監査にとどまらず，これとは別に，連邦法務省が連邦財務

省と協議の上，プライベートセクターに属するドイツ会計監査局を特別な監

査を実施する母体として認定し，株主や債権者からの情報あるいは一般のマ

スコミからの情報にもとづいて，特定の上場会社の決算書が正規の簿記の諸

原則に依拠した法律規定および会計基準に準拠して作成されていない疑いが

ある場合，当該上場会社の任意の協力により決算書・状況報告書を監査し，

その結果を連邦金融サービス監視局へ報告すること，および監査への協力が

得られない場合には，連邦金融サービス監視局が直接に当該上場会社の決算

書・状況報告について監査を実施する制度が2005年７月１日以降開始されて

いる。

以下では，ドイツにおける企業内容開示制度の動向をまとめる。

○ 1998年 KontraGによる主な改正
(１)

１. 年度決算書監査の質の向上

◆ 質監視の改善
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������, D., Menold, D., und N. Pfitzer (Hrsg.), Reform des Aktienrechts, der Rechnungs-

legung und ��������������� Poeschel Verlag, Stuttgart, 1999, S. 722�725.



◆ 職業教育および継続教育要件の向上の必要性

◆ 賠償金額の引き上げ

◆ 第三者責任の導入

◆ 独立性の推測に関して，委任(監査を受ける企業から経済監査士に

対する種々業務の委任)の総所得限度額の引き下げ

◆ 監査事務所内部での監査人のローテーションあるいは外部監査人の

交代の義務化

２. 年度決算書監査の拡張

◆ 横領監査への拡張

◆ 企業の存続および将来の発展，財産・財務・収益の状況の評価，リ

スク評価ならびに附属説明書・状況報告書の監査に関する決算書監査

人による将来指向的 (prospektiv) 企業分析

◆ 補完的な経営監査または経営の個々の部分領域の監査

３. 監査報告書および監査証明書 (確認の付記) の情報提供の改善

４. 年度決算書監査が実施される枠組み条件の改善

◆ コーポレート・ガバナンス：決算書監査人の監査役会への情報提供

の改善

◆ 企業内容開示：監査を受ける企業の経済状況，および将来指向的な

情報への基本的な利害への対応

○ 2001年商法改正（2001.12.19成立)：上記の KontraGによる改正による

もの

○ 2001年透明化・開示法改正（2001.11.26 連邦議会可決
(２)
）
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(２) Gesetzes zur weiteren Reform des Aktien- und Bilanzrechts, zu Transparenz und

��������	�
��
���(Transparenz- und ��������	�
��
���)（透明化・公開促進のための
株式法および貸借対照表法の追加改正のための法律）



この改正のねらいは，監査役会の改革などコーポレート・ガバナンス改善

が目的である。株式法および商法の主な改正内容は以下の通り。

◆ 株式会社の場合，半年に２回の監査役会の開催の強制（株式法110

条に新設）

◆ 監査役会構成員の報告および助言内容に関する守秘義務の強化（株

式法116条改正）

◆ コーポレート・ガバナンス・コデックス委員会に対する，上場会社

の取締役および監査役会による企業経営・監視に関する年次報告(株

式法161条新設)

◆ 親会社のコンツェルン決算書およびコンツェルン状況報告書の作成

義務（連結会計年度の最初の上５ヶ月以内）と連結範囲の見直し（実

質支配主義）(商法290条，296条など改正）

◆ コンツェルン決算書等の作成義務にともなう監査報告書の内容の改

正（商法321条改正）

○ コーポレート・ガバナンス・コデックスが連邦議会で成立（2002年２月

26日。2002年７月26日発効。法的効力を有する規則。毎年見直しがあり，

最新版は，2005年６月２日改正版）し，これにより，決算書監査人は，

決算書に対する意見のみならず，状況報告書あるいは附属説明書におけ

る経営者のコーポレート・ガバナンスに関する記述についてコデックス

に合致しているかどうかの意見表明を行わなければならない。本規定は，

2003年12月31日以降の会計年度から適用されている。

○ 2002年以降の商法等の改正について

◆ 一連の法改正は，投資者保護のための改正

◆ 法改正と主な内容は，以下の通り。
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1998年の商法292a条は，上場会社のコンツェルン決算書について，IAS・

IFRSまたはアメリカ GAAPのいずれかの選択適用を容認していたが，2005

年の商法315a条により，IAS・IFRSの適用が強制された。

2004年の貸借対照表法改革法（会計法改革法）では，個別決算書は商法に

準拠して作成されるのに対して，IAS・IFRSによる個別決算書の作成と開示

を容認した。

貸借対照表統制法（会計コントロール法）では，2005年１月１日以降に開

始する会計年度より，上場会社の IAS・IFRSによる決算書および状況報告

書における不正を防止するため，ドイツ会計監査局による監査，および連邦

金融サービス監視局による監査の２段階での監査を実施することになった。

決算書監査人は，連邦金融サービス監視局からの要請があった場合，情報提

供の義務を負う。決算書監査について，これらの監査によって，職業義務違

反の存在を推論させる事実が明らかとなった場合，これらの当局はWPKに

その事実を通知する。

連邦法務省は，連邦財務省と協議の上，2004年９月に登記された「登記社

団ドイツ会計監査局」(プライベートセクター。会計関係者，ドイツ産業団

体など15の職業団体の代表から構成）について，2005年３月30日に契約によ

りこれを公認した。このドイツ会計監査局による上場会社の年度決算書（状

況報告書を含む）およびコンツェルン決算書（コンツェルン状況報告書を含

む）の監査は，2005年７月１日より開始される。

商法342a条第２項により，ドイツ会計監査局は，上場会社の決算書およ

び状況報告書の正規の簿記の諸原則（GAAP）を含む法律規定または法律が

容認する他の会計基準への準拠性について，当該会社の任意の協力にもとづ

き監査し，法律・会計基準違反あるいは会計不正が発見された場合，会社に

適切な修正を求める。

なお，監査を実施するのは，つぎの場合である。
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① 会計基準違反について具体的な指摘があった場合（公益に関連する

場合）

② 連邦金融サービス監視局からの要請があった場合

③ サンプリングにより会社を選択して監査を行う場合

商法342a条第６項により，連邦金融サービス監視局に対して，監査に着

手した目的，当該会社の非協力，監査の結果・適切な修正への同意の有無に

ついて報告を行い，特に，当該会社が監査に協力しない場合，連邦金融サー

ビス監視局が直接に監査を実施する。

以上の結果，商法による決算書監査における決算書監査人に対する規制の

強化（独立性・品質保証）とならんで，上場会社の決算書については，ドイ

ツ会計監査局による監査や連邦金融サービス監視局による監査が実施され，

上場会社のディスクロージャーの信頼性を確保する体制となっている。

２．企業リスク情報の開示制度

ドイツ KonTraGによる外部会計報告に関する主たる改正の目的の一つは，

状況報告書の情報内容の拡充である。

商法改正前の状況報告書の記載事項は，

(�) 営業の経過と資本会社の状況について事実関係と一致した写像の伝

達（最低記載事項）

(�) 後発事象

(�) 資本会社の予測的発展（voraussichtliche Entwicklung）

(�) 研究開発領域

(�) 会社の支店・営業所

である（改正前商法289条１項および２項)。

これに対して，改正では，状況報告書の最低記載事項として,「将来の発

展のリスクについても立入らなければならない」という文言が追加され，企
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業の将来における発展に関するリスクの記載が求められている
(３)
。この記載は

コンツェルン状況報告書にも適用される
(４)
。

これによって,「資本会社の状況」に関する報告には,「将来の発展のリス

ク」の記載が含まれることになる（商法289条改正)。

「将来の発展のリスク」の状況報告書への記載に関して，ドイツでの議論

要点は次の諸点に整理される。

① 「将来の発展」の意味：企業の「将来の発展」は,「期待されうべき（将

来の）資金収支の流れ（Zahlungsstrom)」によって判断されるという理解

が一般的である
(５)
。

② リスク (Risiko) の二義性：将来の発展のリスクという場合，広義には，

リスクは将来の発展の不確実性を意味し，狭義には，将来の不利な発展の

おそれであると考えられるが，KonTraGでのリスクの意味は狭義に限定

される
(６)
。したがって，将来の発展のチャンスの側面については，その情報

提供が否定されるわけではないが，それは「将来の発展のリスク」には含

まれない。

③ リスク報告の限界：KonTraGでは，将来の発展のリスクについて，詳

細な報告を意図していない。当該リスクの報告は，どの経営政策的な方策

がこのリスクに帰着するのかということについての報告事項を通じて具体

化される。KonTraGでのリスク概念は,「資本・資産構造のリスク」とい

う未確定の概念が想定されていると理解されている
(７)
。資本・資産構造のリ

スクとは，一般的に「支払不能のおそれ」を意味するものと解される
(８)
。

甲南経営研究 第48巻第３号 (2008.2)

33

(３） KonTraG, 1996②, Art. 2: ��������des Handelsgesetzbuches, Nr. 2.

(４） KonTraG, ebenda, Nr. 3.

(５） Moxter 1997, S. 722.

(６） Moxter 1997, S. 723.

(７） Moxter, ebenda.

(８） Vgl. 	
��
�1986, S. 176�177.



「支払不能のおそれ」に関する記載は，年度決算書（貸借対照表，損益計

算書，附属説明書）において行われる（商法266条３項，268条 4�7 項，285

条 1�3 号)。当該記載にはさまざまな事項が関連する。具体的には，支払い

不能のおそれに関連する開示内容はつぎの通りである。

◆ 自己資本によって補填されない欠損額の貸借対照表資産の部への表

示（§266 Abs. 3）

◆ 決算日後に初めて法的に生じる資産または債務について，その重要

性のある金額の附属説明書への記載（§268 Abs. 4�7）

◆ 手形の振出しおよび譲渡にもとづく債務・保証または担保設定に関

する責任関係について，提供質権およびその他の担保の貸借対照表欄

外または附属説明書への記載（§268 Abs. 4�7）

◆ 支払期限が５年を超えて到来する債務総額，質権または担保の種類，

形態および総額，これらの内訳，およびその他の財務的義務で，その

記載が財務の状況の判断について重要性があるものの総額の附属説明

書への記載（§285 Abs. 1�3）

リスク概念をより広義にとらえた場合，金融商品，引当金，偶発事象，お

よびゴーイング・コンサーン問題の４事項については，つぎの「表１」に示

したように，年度決算書あるいはコンツェルン決算書での開示が要求されて

いる。

ドイツでは，これらのような年度決算書あるいはコンツェルン決算書にお

ける記載とは無関係に，状況報告書あるいはコンツェルン状況報告書におい

て，すでに生じた，あるいは将来の重要な収入・支出の決定要因の動向がい

かに支払不能リスクを解消しうるのかについての情報が提供されなければな

らないとする考え方がとられえいる。ただし，いずれにしても,「資本会社

の状況」とは何かが明確にされないかぎり，企業の状況の透明性を増すこと

ドイツにおける法定開示制度と企業リスク情報の開示（内藤文雄)

34



にはつながらないという批判もある
(９)
。
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(９） Vgl. Moxter 1997, S. 723. また，このほか，状況報告書記載事項 (�) の予測
的発展の記載に関して，つぎの主張がある（Vgl. ������/ Schwegler 1997, S. 286)。
① 予測的発展動向を記載する場合，企業の継続に関する問題が重要と認識される。
決算書への計上およびその評価は，継続企業の前提に基づいているので，決算日毎
に決算日の状況に依存し，将来関連的な企業の存在能力 (��	
����
��	���	�) につ
いての見積りが行われなければならない。予測の正確性は予測期間の長さにともな
って減少するから，引出されるべき結果は高い発生確率 (Eintrittswahrschein-

lichkeit) を確保されなければならないから，関連期間として，通常営業年度の決
算日から計算して12ヶ月の期間が設定されるべきである。
② 予測的発展動向の描写は，原則として営業の経過と状況に関する報告の対象に
なる領域についても要求されるべきである。予測は経営者の義務上の測定において
行われる。したがって，期待データは，年度決算書において見出されるべきデータ
と，説明可能な関係がなければならない。予測的発展動向についての最小限の情報
として，その予測は決算日から計算して２年間に及ぶべきである。この予測の結果
に対して，会計上，何ら重要な影響はもたらされないので，伝達されるべき情報に
対する情報利用者の関心にその関連期間を調整させ，ある特定の範囲で，発生確率
あるいは正確性を，より大きな射程のために，減少させることを我慢することが大
切である。

[表１］年度決算書・コンツェルン決算書における金融商品，引当金，偶発事象，

およびゴーイング・コンサーン問題の開示

支払不能のおそれに
関連する記載事項

開示媒体・記載箇所 開示内容

金融商品 貸借対照表本体およ
び附属説明書

貸借対照表本体の「債権およびその他の資産」
または「その他の引当金」あるいは「金融機関
に対する債権・債務」に一括されて表示，附属
説明書では,「債務」に関する注記において，
金融商品の種類毎の帳簿価額と時間価値，評価
方法，計上された貸借対照表項目とその帳簿価
額が開示

引当金 貸借対照表本体およ
び附属説明書

貸借対照表本体では，引当金全体の合計金額，
附属説明書において，引当金毎の２ヵ年の残高
をそれぞれ開示

偶発事象 附属説明書

ゴーイング・コンサ
ーン問題

附属説明書



さらに，状況報告書におけるリスク報告について，2004年12月の商法改正

により，以下のようにリスク情報の開示内容が拡充されている。

商法第289条第１項の規定では，状況報告書の記載について，つぎのよう

に定められている。

「(１) 状況報告書においては，事実関係と一致した写像が伝達されるよう

に，資本会社について，その事業損益を含めた事業の経過および会社の状況

が表示されなければならない。状況報告書は，当該会社の事業の経過および

会社の状況について，事業活動の範囲および複合性に対応し，バランスがと

れ，かつ包括的な分析を含まなければならない。この分析においては，事業

活動にとり重要な財務的な業績指標がその対象に含まれ，また，年度決算書

に表示された金額と項目に関連して説明されなければならない。さらに，状

況報告書においては，その発展の見通しが，重要なチャンスとリスクをもっ

て評価され，かつ説明されなければならない。また，その根拠となった仮定

は記載されなければならない｡｣（商法第289条第１項）

また，同第２項の規定では，第１項による全般的な記載事項に加えて，つ

ぎの事項を記載するものと定めている。

「(２) 事業報告書は，つぎの事項にも立ち入るものとする。

１．事業年度後に生じた重要な事象

２．a）保全措置活動（�������	
�
�����
��）を貸借対照表に計上するこ

とにおいて把握される，すべての重要な取引についての安全措置の

ための方法を含めた，会社のリスク・マネジメント目標とその方法，

ならびに

b）会社がさらされている，価格変動リスク，貸倒リスク，および流

動性リスク，ならびにキャッシュ・フロー変動リスク

これらは，それぞれ，会社による金融商品の利用に関連づけて記載し，ま

た，その状況あるいは発展の見通しの評価にとって重要である場合に限り記
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載される。

３．研究および開発領域

４．会社の支店・営業所」(商法第289条第２項）

さらに，同第３項では，大規模資本会社の場合の規定がつぎのように置か

れている。

「(３) 大規模資本会社（第267粂第３項）の場合には，第１項第３文は，環

境や従業員の利害関係に関する情報のような，非財務的な業績指標にも準用

される。ただし，それが，事業の経過や会社の状況の理解にとって重要であ

る場合に限られる｡」(商法289条第３項）

コンツェルン状況報告書については，商法第315条がつぎのように定めて

いる。

「(１) コンツェルン状況報告書においては，事実関係と一致した写像が伝

達されるように，コンツェルンについて，その事業損益を含めた事業の経過

およびコンツェルンの状況が表示されなければならない。コンツェルン状況

報告書は，当該コンツェルンの事業の経過およびコンツェルンの状況につい

て，事業活動の範囲および複合性に対応し，バランスのとれた，かつ包括的

な分析を含まなければならない。この分析においては，事業活動にとり重要

な財務的な業績指標がその対象に含まれ，また，コンツェルン決算書に表示

された金額と項目に関連させて説明されなければならない。第３文は，環境

や従業員の利害関係に関する情報のような，非財務的な業績指標にも準用さ

れる。ただし，それが，事業の経過やコンツェルンの状況の理解にとって重

要である場合に限られる。さらに，コンツェルン状況報告書においては，そ

の発展の見通しが，重要なチャンスとリスクをもって評価され，かつ説明さ

れなければならない。また，その根拠となった仮定は記載されなければなら

ない｡｣（商法第315条第１項）

「(２) コンツェルン事業報告書は，つぎの事項にも立ち入るものとする。
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１．コンツェルン事業年度後に生じた重要な事象

２．a）保全措置活動（Sicherungsgeschaefte）を貸借対照表に計上する

ことにおいて把握される，すべての重要な取引についての安全の

ための方法を含めた，コンツェルンのリスク・マネジメント目標

とその方法，ならびに

b）コンツェルンがさらされている，価格変動リスク，貸倒リスク，

および流動性リスク，ならびにキャッシュ・フロー変動リスク

これらは，それぞれ，コンツェルンによる金融商品の利用に関連づ

けて記載し，また，その状況あるいは発展の見通しの評価にとって重

要である場合に限り記載される。

３．コンツェルンの研究および開発領域

４．親会社が上場会社である場合，商法314条１項６号にいう親会社の

取締役会，監査役会などの構成員が得た総収入のための報酬システム

の特徴」(商法第315条第２項）

「(３) コンツェルン附属説明書および附属説明書の要約に関する第298条第

３項は同様に適用される｡｣（商法第315条第３項）

３．ドイツ会計基準第５号「リスク報告」

以上の商法による資本会社のコンツェルン事業報告書における要記載事項

のうち，将来のチャンスとリスクの記載については，ドイツ企業会計基準審

議会が，ドイツ会計基準第５号「リスク報告
(10)
｣ を2001年に設定し，2003年お

よび2005年の一部改正を経て，下記のとおり定めている。

また，同第15号「状況報告」も状況報告書の具体的な内容を定めている。

ドイツにおける法定開示制度と企業リスク情報の開示（内藤文雄)

38

(10） DRSC, DRS 5: Risikoberichterstattung (29.05.2001).
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ドイツ会計基準第５号「リスク報告」
目的
１．リスク報告は，コンツェルン状況報告書の受け手に対し，彼らがコンツ
ェルンの将来の発展のリスクに関する適切な写像を形成することを可能に
する，目的適合的かつ信頼可能な情報を提供すべきである。

対象と適用範囲
２．本基準は，コンツェルン状況報告書におけるコンツェルンの発展の見通
しのリスクに関する報告についての諸原則につき，ドイツ会計基準第15号
を補完する。
３．本基準は，商法第315集第１項第５文にしたがって，発展の見通しのリ
スクを報告しなければならないすべての親会社に対して適用される。
４．商法第315粂第１項第５文にしたがって，コンツェルン状況報告書にお
いては，発展の見通しについても，その重大なチャンスとリスクをもって
判断し，かつ，説明しなければならない；根拠となった仮定が記載されな
ければならない。
５．コンツェルンの発展の見通しの重大なチャンスに関しては，ドイツ会計
基準第15号にしたがった状況報告の枠組みにおける予測報告部分で報告さ
れなければならない。
６．本基準は，コンツェルン決算書を国際的に認められた会計基準に準拠し
て作成する企業にも適用される。(削除の予定）
７．本基準は，あらゆる産業分野の企業に対して適用される。ただし，その
他の基準において，別の事項が明らかに規定されていない限りにおいてで
ある。
８．商法第289条第１項第４文にしたがった状況報告書への本基準の適切な
適用が推奨される。

定義
９．本基準において，以下の諸概念は，つぎのような意味をもって用いられ
ている：

チャンス： コンツェルンの経済的状況についてのプラスの将来の発
展に関する可能性である。

リスク： コンツェルンの経済的状況についてのマイナスの将来の発
展に関する可能性である。
経済的状況とは，将来的にキャッシュ・フローの余剰を生
み出すコンツェルンの能力に影響を与えるすべての要因を包
括するものである。生じる可能性のある将来の発展がはたし
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てプラスなのかマイナスなのかに関しては，貸借対照表日に
おける経済的状況と比較して評価されなければならない。そ
の際，予測報告部分において記述された取締役の期待に作用
しうるリスクも重要である。

リスク・カテゴリー： 同種の，組織的ないしは機能的に相互関連し
ているリスクを統合するものである。

リスク・マネジメント： あとづけ可能で，すべての企業活動を包括
しているシステムであり，定義づけられたリスク戦略に基づ
き，以下のような構成要素からなる体系的かつ首尾一貫した
処置を包括するものである。
リスクの識別，分析・評価，統制，文書化と伝達，ならび
にこれらの諸活動の監視
リスク・マネジメントは，営業プロセス，計画設定プロセ
ス，ならびに統制プロセスの統合的構成要素でなければなら
ない。それは，現存の経営システムと結び付けられるべきで
あり，また，とりわけ，経営計画の設定，コントローリング
および内部監査によって支援されなければならない。

規定
10．コンツェルン状況報告書の受け手の意思決定に影響を与えうるリスクに
ついて報告を行わなければならない。
11．これは，まず第一に，資本市場参加者の財務的意思決定に関連する。そ
のようなリスクが存在するのは，とりわけ，コンツェルンの経済的状況が
明らかに悪化する危険性がある場合，あるいは起こりうる経済的または法
的な存続の危機に関する指摘がなされる場合である。
12．報告の対象と範囲は，コンツェルンおよびその企業の事情に依存し，ま
た，その市場に特有の状況および産業分野に特有の状況にも依存するので
ある。
13．報告の焦点は，コンツェルン特有の事情およびその事業活動に関連する
リスクである。報告義務があるのは，とりわけ，リスク集中である。
14．リスク集中の例は，個々の得意先，仕入先，製品，特許権および国への
集中である。
15．コンツェルンの存続を危うくするリスクは，そのようなものとしてみな
されなければならない。
16．個々のリスクは，適切な形式で，リスク・カテゴリーに統合されなけれ
ばならない。その際，企業は，リスク・マネジメントの目的のために内部
的に定められたリスク・カテゴリー化に合わせなければならない。
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17．たとえば，リスク・カテゴリー化は，

� 経営環境リスクと産業分野リスク

� 経営戦略リスク

� 業績リスク

� 人的リスク

� 情報技術リスク

� 財務リスク，および

� その他のリスク
というような区分で行いうる。
18．リスク報告は，リスク報告であることがそれ自体から明瞭に理解される
ように記載されなければならない。個別リスクが記載されなければならず，
また，リスクに関して生じうる帰結が説明されなければならない。
19．リスクの記載から，コンツェルンにとってのその意味が表現されるべき
である。また，個々の事業セグメントについて立ち入るべきである。リス
クの評価に際しては，その発生確率も金額的影響も考慮することが必要で
ある。
20．リスクが定量化されなければならないのは，一般に認められ，かつ，信
頼された方法にしたがって実施可能なものであり，また，経済的に適切な
ものであり，さらに，定量的記載がコンツェルン状況報告書の受け手にと
って目的適合的な情報である場合である。このような場合には，利用され
たモデルとその諸仮定が説明されなければならない。
21．リスクが有効な方策によって軽減される限りにおいて，リスク報告のリ
スクの記載とその説明は，残余リスクに限定される。そうでない場合には，
軽減方策前のリスクとその方策を記載しなければならない。
22．リスクの軽減についての有効な方策は，たとえば契約（保険，先物取引
など）の締結である。年度決算書において，たとえば減額記入ないしは引
当金によってすでに準備が整えられているリスクに関しては，報告されな
ければならない。ただし，このことは，コンツェルンのリスク状況の全体
的な見積りにとって重要な場合のみに限られる。
23．リスク見積りに際して，各リスクにとって適切な予測期間から出発しな
ければならない。
24．予測期間として，存続を危うくするリスクに関して，原則的に一年間，
その他の重大なリスクに関しては予見可能な期間，一般的には二年間がそ
れぞれ基礎とされるべきであろう。より長い市場サイクルを伴う企業に関
して，あるいは複雑な大規模企画に関しては，より長い予測期間が推奨さ
れる。
25．個別リスク間の相互依存に関する記載は望ましい。別の方法ではリスク



４．ドイツの状況報告書における企業リスク情報の開示制度の概観

以上，ドイツにおいて，企業リスク情報の開示は，主として状況報告書を

通じて行われている状況を商法およびドイツ会計基準の規定内容にもとづき
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が適切には見積もられえない場合に，必要なことである。
26．リスクはチャンスと相殺してはならない。
27．発展の見通しのチャンスに関する報告は，ドイツ会計基準第15号「状況
報告」にしたがった予測報告部分の枠組みにおいて行われる。
28．リスク・マネジメントについて，適切な範囲で記載されなければならな
い。
29．リスク・マネジメントの記載は，コンツェルン状況報告書の受け手にと
って，コンツェルンのリスクをよりよく見積もりうるためのものである。
その際，リスク・マネジメントの戦略，プロセスおよび組織について立ち
入らなければならない。
30．明瞭性のため，リスク報告はそれ自体をまとめて記載しなければならな
い。
31．コンツェルン決算書の情報，ないしコンツェルン状況報告書のその他の
部分を参照することができるのは，そのことによってリスク報告の透明性
が損なわれない場合である。
32．リスク報告は，コンツェルン状況報告書における予測報告とは区別して
記載しなければならない。
33．コンツェルンの発展の見通しに関して，その重大なチャンスとリスクを
もってなされる必要な予測と，リスク報告部分との間で，実質的な関係性
が存在するとしても，別々に記載を行わなければならない。
34．リスク報告は，コンツェルン状況報告書の作成時点でのコンツェルンの
状況に関連するものである。
35．将来の発展の不利性ないしは有利性に関する比較の基礎として，貸借対
照表日に焦点が合わされる一方で，経済的状況に関する報告には，状況報
告書の作成までに発生したかあるいは認識されたリスクが，含められなけ
ればならない。
36．リスクの評価にとって必要な限りにおいて，前年と比しての重大な変化
が報告されなければならない。

発効
37．本基準は，2000年12月31日より後に始まる営業年度に，はじめて適用さ
れなければならない。より早期の適用が推奨される。



紹介してきた。そのまとめとして，ドイツの状況報告書における企業リスク

情報の開示制度の概観について,「図」を紹介しておきたい。

５．ドイツにおける企業リスク情報の開示項目の実例

ドイツにおいて，企業リスク情報は，上場会社の法定開示書類の一つであ

る状況報告書において開示され，かつ状況報告書に対してその的確な表示に

ついての正規の監査が実施されている。状況報告書の実例をバイエル社の営

業報告書によって確認しておきたい（｢表２」参照)。
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[図］ドイツの状況報告書における企業リスク情報の開示制度

�������������������������

２.収益の状況

３.財務の状況

４.財産の状況

５.追加報告

６.リスク報告

７.予測報告

t－1 t t＋1 t＋2状況報告書
の作成時点決算日

時間

過去指向的 将来指向的

１.営業活動および枠条件

t－5← 収益, 財務, および財産の状況に関する指標の多期間の概要

報告した状況が
将来の状況に結
びつかない場合
の新たな情報

[図の説明] 報告事項の１から７のうち，実線で囲まれている期間は，報告が要求さ
れている期間を，また，点線で囲まれている期間は，特別な事情があるか
あるいは任意の報告が推奨されている期間をそれぞれ示している。

(出所：Buchheim, R. und L. Knorr, Der Lagebericht nach DRS 15 und internationale

Entwicklungen, Die �������	
�����

���Jg. 59 Nr. 7 (1. April 2006), S. 419.）
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[表２］ドイツ，バイエル (BAYER) 社の営業報告書2005の記載事項

ページ 区分 見出し
4 株主の皆様へ
8 取締役会
14 状況報告書（Management Report）
14 売上・収益・財務の状況の概要
16 経済環境2005
17 コンツェルンの構成体およびセグメント別の営業の経過
26 地域別の営業の経過
27 価値指向的なコンツェルン経営
29 財務状況および投資
32 収益状況
33 財産・資本構成
35 利益処分
35 従業員
37 調達および販売
39 研究および開発
46 持続性
49 会社の責任
50 リスク報告
58 後発事象報告（Nachtragsbericht）
59 予測報告
59 景気の見通し
60 営業戦略
62 目標設定2006
68 バイエル株式と資本市場
72 コーポレート・ガバナンス
78 コンツェルン年度決算書
78 経営者報告
79 コンツェルン決算書監査人の監査証明書
80 損益計算書
81 貸借対照表
82 キャッシュ・フロー計算書
83 記録収益・費用の一覧表
84 バイエル・コンツェルン附属説明書
84 セグメントおよび地域別の指標
121 損益計算書に関する注記
131 貸借対照表に関する注記
184 キャッシュ・フロー計算書に関する注記
189 監査役会報告
196 その他の情報
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